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（３）水質管理とエネルギー・GHGに関する検討
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地方公共団体等が、N2O排出量の実態把握調査をできるだけ簡便かつ精度高く実施可能とす
ることを目的とし、令和5年度のエネルギー分科会において策定された。
標準活性汚泥法等における調査を想定したマニュアルとなっており、オキシデーションディッチ法
（OD法）における調査が想定されていない内容である。
→ 令和6、7年度に国総研で調査を実施した実績および本分科会で議論いただいた内容も
踏まえて、OD法における調査の際の留意点について追記する。

下水処理に伴う一酸化二窒素排出量の実態把握に向けた調査マニュアル（案）
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現在、OD法におけるN2Oの排出係数は標準法と同じ（142 mg-N2O/m3）とされる。
しかし、OD法は標準法と比較して滞留時間が長い等により安定した硝化等が可能とされ、
N2O排出係数が小さいことが想定される。
したがって、地方公共団体等がN2O排出量の実態把握調査を行うことで、実測に基づいた低い
排出係数を用いることができる可能性がある。
また、OD法は日本で最も採用数が多い処理方式でありN2O排出量を把握することに意義がある。

＜調査マニュアル（案）での改定内容＞
1.3項にて、本マニュアルの対象に
OD法が含まれることを明記

OD法における調査方法を追加する背景
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OD法においては、曝気を行うための撹拌機が間欠運転している場合があり、それに伴ってN2O排
出量の時間変動が大きくなることが想定される。

＜調査マニュアル（案）での改定内容＞
5.2項にて、調査計画立案時の留意点を
追記

参考：R7第1回エネ分の資料より抜粋

OD法の下水処理場における調査の際の留意点（時間変動）
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生物反応槽が小さく（国総研の調査結果からは、概ね500m3）、事前の水質分析等により
完全混合と見なせる場合、調査地点を1地点のみとして調査にかかるコストを削減可能である。

＜調査マニュアル（案）での改定内容＞
5.4項にて、調査地点を1地点のみとする
場合の条件等を追記

参考：R7第1回エネ分の資料より抜粋

OD法の下水処理場における調査の際の留意点（空間変動）
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撹拌機を用いた曝気を行っているOD法においては、空気の発生量を把握する必要がある。

＜調査マニュアル（案）での改定内容＞
6.2項にて、国総研における調査で実施した
空気発生量の調査方法を追記

参考：R7第1回エネ分の資料より抜粋

OD法調査における空気の発生量の調査方法ついて



下水道技術開発会議エネルギー分科会（令和７年度第２回 2026.1.23）

9

改定版のN2O調査マニュアル（案）（参考資料３）についてご確認いただき、
修正事項や指摘事項がある場合はメールにてご連絡をいただく。

その後、HPに掲載されているN2O調査マニュアル（案）を改定版に差し替える。

今後も随時ブラッシュアップを続けていく。

今後の予定
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国総研において、水質管理とエネルギー・GHGに関する検討は、過去から継続的に行われてお
り、現在は以下の研究課題において、令和5年度から実施している。

課題名
「水質管理に着目した下水処理場におけるエネルギー最適化に関する調査」

背景

令和3年6月に瀬戸内海環境保全特別措置法が改正されて「栄養塩類管理制度」が創設さ
れるなど、生物多様性の保全及び水産資源の持続的利用の確保の観点から「きれい」だけでな
く、「豊かな」水環境を求めるニーズが高まってきている。
また、温室効果ガスの排出量の削減に向けた流域全体での資源・エネルギーの最適化を図る
施策が求められており、国土交通省では、新下水道ビジョンにおける「健全な水環境の創造」「脱
炭素化の推進」を両立する下水処理場における水質とエネルギーの最適管理を図るための施策
を検討している。

研究目的

・放流先水環境とニーズに応じた水質管理（能動的運転管理等を想定）の特性把握
・水質に問題ない範囲でのエネルギー最適化（硝化抑制運転、二軸管理等を想定）
※将来的には、エネルギーの側面だけではなく、N2O等のGHG要素の追加や今後重要となる新たな視点の把握

国総研の研究の経緯
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本省において（国総研の検討開始と同時期に）
「第1回 戦略的な水環境管理のあり方検討会」が 令和5年11月6日 に開催

「戦略的な水環境管理のあり方検討会」の設置趣旨

生物多様性や豊かな海などの地域の新たなニーズ、人口減少社会への対応やカーボンニュート
ラルの実現などの社会情勢の変化等の多彩な評価軸を踏まえ、下水道管理者が、持続的発展
が可能な水環境の創出に貢献するため、流域関係者と連携して下水道施策を実行する、戦略
的な水環境管理のあり方について検討する。

令和5年11月から令和7年9月までの間に検討会を5回開催し、報告書を令和7年12月に公表

行政の動向（本省における検討会）
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戦略的な水環境管理のあり方検討会 報告書 概要

地域の課題と全国的（社会的）な課題として5つの論点を整理したあと、その論点に対して、
短期、中長期の施策の方向性を示した。

行政の動向（本省における検討会）

国総研では、新たなニーズも含めた
エネルギー最適化の検討を進める
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検討会報告等でも示されているとおり、地域ごとの新たなニーズを踏まえた、全国的な課題への
対応が重要である。さらに、今後、地域ごとの新たなニーズはさまざまなタイプが生まれ、実施する
地域数自体も増加することが想定される。このため、さまざまなタイプに対応したエネルギー最適化
手法の細分化が必要であり、かつ、突発的な事象が通常の運転時のエネルギー等の値に対して
どの程度影響があるのかの把握（データ整理の際の取扱い方法）が必要である。

以上のことから、国総研ではまず、

➢ 季節別運転期間や移行期（完全硝化から未硝化へ、未硝化から完全硝化）の影響
➢ 未硝化の状態の違いによる影響
➢ 時間変動の状況等の詳細なエネルギー・GHGの実態
※過去の温室効果ガスのN2O調査においては、NO2-N濃度が高くなるとN2Oが高くなる傾向がある。

を把握するため、茨城県より生下水の提供が受けられる霞ケ浦浄化センター内の湖北総合実験
施設において、パイロットプラント実験施設を用いた調査を実施している。

検討の経緯
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「災害リスクマネジメント実験施設」：国総研のパイロットプラント実験施設

実験施設

・反応槽11槽、それぞれ1.5m3（水深2.5m）
・計画1日最大汚水量は31.5m3/d
・利用する反応槽の数量や配管の調整により、標準活性汚泥法、嫌気
無酸素好気槽、ステップ流入法等のさまざまな処理法に対応が可能
・最初沈殿池前の性状変動槽に一時的に生下水を貯留、濃縮等を行
うことで、流入水の水質調整が可能
・反応槽の上部を取り外して、各種センサー等の配置が可能
→今回の調査では、反応槽を合計7槽を利用した標準活性汚泥法で実
験を想定している。
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結果① 送気倍率を変化させた際の処理水質特性

• 送気倍率を下げると硝化抑制が進み、処理水のアンモニア態窒素濃度が高くなるが、有機物除
去には影響なし

• 送気倍率3.7倍及び4.6倍では、硝化しきれず残留したアンモニア態窒素が硝化菌の存在下でN-
BODとして測定され、BODが高くなったと考えられる。 

標準活性汚泥法を実下水で連続運転しながら、送気倍率を2.7～7.5倍まで変化させて
処理水質への影響を把握した実験事例

研究事例（１）
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第62回下水道研究発表会 pp.869-871
 「パイロットプラントを用いた処理水質とエネルギー消費量
の最適化に関する検討」に基づき作成
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結果② 送気倍率を変化させた際の生物反応槽における有機物除去
および硝化特性

【送気倍率を低くすることで】

栄養塩であるアンモニア態窒素が増加、N-BOD濃度及びBOD濃度は高くなる、有機物濃度（C-BODやDOC）
は変わらない、消費エネルギーは削減、完全な硝化抑制運転でも有機物は良好に分解

→栄養塩類の能動的運転管理又は消費エネルギー削減を目的とした硝化抑制運転（放流先に水質影響がない場
合）において、放流水質の有機物指標としてはC-BODが有用である可能性が示唆された

研究事例（２）
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第62回下水道研究発表会 pp.869-871
 「パイロットプラントを用いた処理水質とエネルギー消費量
の最適化に関する検討」に基づき作成
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第1回 令和5年11月6日開催
第2回 令和6年3月28日開催
第3回 令和6年9月18日開催
第4回 令和6年12月20日開催
第5回 令和7年9月25日開催
戦略的な水環境管理のあり方検討会 報告書、概要版 令和7年12月

参考：戦略的な水環境管理のあり方検討会

地域の課題の例
「瀬戸内海のノリの色落ちの障害」
生物多様性の確保及び水産資源の持続的な利用
の観点から「きれいな」だけではなく「豊かな」水環境を
求めるニーズの高まりがある。
瀬戸内海等においては、地域のニーズに応じた季節
別に栄養塩類（窒素、りん）の放流濃度を管理する
（能動的運転管理）取組を実施・試行している。
その際、アンモニア態窒素を残した処理水の放流時
に、計画放流水質のBODの上昇が課題となっている。
BOD上昇の主としては硝化に伴うN-BODが原因で
あり、その対応として、計画放流水質BODをC-BOD
の測定・評価も可能とすることで対応することとした。
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概要版より １／３

参考：戦略的な水環境管理のあり方検討会
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概要版より ２／３

参考：戦略的な水環境管理のあり方検討会
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概要版より ３／３

参考：戦略的な水環境管理のあり方検討会
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